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平成２４年度都市整備に関する国の施策並びに予算に関する提案・要望

日頃から、大阪府都市整備行政の推進につきまして、格別のご高配とご協力を賜り、厚くお礼申し上げます。

国におかれては、東日本大震災からの早期復旧・復興に向けて取り組まれている中、本府としても、震災発生直後より、関西広域連合の一員として、被災地支援に懸命に取り組んでおります。また、減災の視点を基本として、さまざまな自然災害が発生した場合にも対応できるよう対策全般の点検を進めております。
今回の震災は、国土構造をはじめ、わが国の社会経済のあり方を根底から問い直すものとなりました。今後、このような大規模災害の中にあっても、広く国民の安全・安心を確保し、わが国全体の機能と活動が持続できるよう、一極集中型の国土構造を転換していくべきと考えます。そのためには、大阪・関西が首都機能の代替エリアとして、日本の再生・成長に貢献する強い都市とならなければなりません。空港や港湾の機能強化や、複数のルートを備えた広域交通インフラの確保など、大阪都市圏の競争環境を整備するとともに、圏内の経済活動を下支えする都市基盤整備の着実な推進が不可欠です。
また、こうした分散型の国土構造を実現するためにも、国・広域自治体・基礎自治体の役割分担を徹底し、それぞれの権限と財源で政策を展開できるよう、地方分権改革を早期に実現しなければなりません。
平成２４年度の国家予算編成に当たりましては、大阪・関西が果たすべき役割とその課題解決に向けた取り組みについて十分ご理解いただき、要望事項の具体化、実現のため、格別のご配慮を賜りますようお願い申し上げます。
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集中型の国土構造の転換
（１） 大阪都市圏の競争環境の整備
１．都市圏高速道路等の一体的運営構想の実現

・阪神都市圏高速道路について、地域自らの責任と判断で、利用者の視点に立った料金体系を実現するとともに、その料金収入により、淀川左岸線延伸部などミッシングリンクの整備や維持管理を行うために、関係団体と提案している新たな仕組みの構築に向けて、必要な支援措置を講じられたい。まずは、本府をはじめとする関係団体と共に、料金体系の一元化に向けた取り組みを推進されたい。
２．高速道路等の整備推進

・国土軸のデュアル化に資する新名神高速道路について、現名神高速道路が抱える渋滞や老朽化等の課題解決に向け、事業区間の着実な整備と未着手区間の早期事業化を図られたい。

・大和川線（大阪都市再生環状道路）の整備推進を図られたい。

３．関空へのアクセス改善等に対する支援
・関西国際空港が関西・日本各地からアジアへのゲートとして機能するため、都心及び新大阪と関空を結ぶ高速鉄道アクセスの整備について、なにわ筋線の都市鉄道調査や関空リニア調査（仮称）を踏まえて最適案を絞り込み、その早期事業化に向けた取り組みを推進されたい。

・北大阪急行延伸事業において、事業化に向けた関係者への助言を行われたい。

４．国際コンテナ戦略港湾　阪神港への支援措置の実施
・阪神港が国際コンテナ戦略港湾に位置づけられたことを踏まえ、資源の集中投資を行い、必要な施設の整備や各種規制緩和、税制優遇措置等その戦略実現に必要な支援措置を講じられたい。

５．市街地整備制度の確立
・集約型都市構造強化の新たな市街地整備手法として、鉄道駅周辺の商業・業務系ビルの活性化・再生に向けた制度手法を確立されたい。

・広域幹線道路沿道での産業促進を目的とした活力創出型のまちづくりが推進できるよう、所要の措置を講じられたい。
６．官民連携による競争環境の整備
・民間活力を活かした大都市圏の競争環境の整備に向け、高速道路や鉄道整備等に関する官民連携（PPP・PFI）の取り組みについて、所要の措置を講じられたい。
（２） 地方分権改革の推進

１．地方の裁量による都市基盤整備の推進

・社会資本整備総合交付金については、地方の自主性を尊重し、すみやかに全額を地域自主戦略交付金に移行すべきであり、将来的には必要な財源を移譲した上で廃止されたい。

・地方における十分な自主財政権の確立までの間、社会資本整備総合交付金及び地域自主戦略交付金について、大都市圏がわが国の成長に果たす役割やそれぞれの事業の進捗等を踏まえた配分を行うとともに、地方がその責任と判断で事業選択や実施が可能となるよう、両交付金の弾力的な運用を図られたい。

２．国出先機関の移管に向けた支援

・近畿地方整備局の関西広域連合への権限・財源・組織の一括移管（丸ごと移管）が円滑に進むよう、所要の支援措置を講じられたい。
３．国土利用計画法の改正

・国土利用計画法の土地利用基本計画について、都道府県の全域で都市計画法や森林法等の個別法による無秩序な開発規制が担保できる場合には、本計画の目的（土地利用調整）は達せられることから、画一的な策定義務を廃止し、地方の判断による選択制とされたい。
都市基盤整備の着実な推進
１．東日本大震災を踏まえた対応

・想定を上回る規模で発生した東日本大震災を踏まえた中央防災会議等における検討を急ぐとともに、既存の自治体の枠組みを超えた連携による防災対策の取り組みが進むよう、速やかな情報提供や技術的な助言等を行われたい。

・本府が全国に先駆けて実施している道路照明灯のLED化は、節電対策にも資するものであり、関西、全国へと拡充するため、JIS規格等の早期策定に向けて、所要の措置を講じられたい。
２．都市基盤施設の強化に向けた事業の推進

・本府においては、限られた財源の中で事業の選択と集中を図り、大都市圏にとって真に必要な都市基盤整備を進めるとともに、予防保全の強化を中心とした維持管理の重点化に取り組んでいる。このような本府の状況を鑑み、大阪の経済活動と府民の安全安心を支える都市基盤施設の充実に向けて、これまで進めてきた事業を着実に推進できるよう、所要の財源措置を講じられたい。

◆道路・街路事業の推進

・開かずの踏切対策である連続立体交差事業の推進や機能的な道路ネットワークの形成等にあたり、所要の財源措置を講じられたい。
・特に、極めて発生確率の高い東海・東南海・南海地震に備えた災害に強い道路を早急に整備するため、所要の財源措置を講じられたい。
◆都市鉄道事業の推進

・おおさか東線（大阪外環状線鉄道）の鉄道事業者に対する指導を行うとともに、事業の推進にあたり所要の財源措置を講じられたい。

◆治水事業の推進

・「今後の治水対策の進め方」を策定し、川に水を閉じ込めるだけでなく、府民と浸水リスクを共有した流域全体の治水対策を進める本府の取り組みが、より一層推進するよう、特定都市河川浸水被害対策法の流域指定に係る要件を緩和するとともに、指定流域における家屋の耐水化や地盤の嵩上げ等に対する新たな支援制度を創設されたい。

・安威川ダム事業については、地方の意見を尊重し、所要の財源措置を講じられたい。
・槇尾川の治水対策における本府の判断を尊重し、所要の措置を講じられたい。

・直轄事業については、十分な協議・調整のうえ、地方の実情を踏まえて実施されたい。

◇阪神なんば線淀川橋梁の架け替えや、大和川の治水対策及び流域全体の水質改善、亀の瀬地すべり対策事業後の跡地整備事業の推進を図られたい。

◇スーパー堤防事業のあり方については地方の意見を踏まえ十分な調整を図られたい。

◇直轄河川等における被害想定や警戒避難体制の検討を進め、情報の共有を図られたい。

◆下水道事業の推進
・下水道施設における改築・更新事業の円滑かつ計画的な推進のため、所要の財源措置を講じられたい。

・都市部における内水氾濫対策を推進するため、寝屋川流域下水道の増補幹線の整備促進にあたり、所要の財源措置を講じられたい。

◆防災公園事業の推進
・大都市圏における大規模災害への備えから、広域避難地や後方支援活動拠点となる防災公園の整備を着実に推進するため、所要の財源措置を講じられたい。

◆港湾事業の推進

・大都市圏における大規模災害への対応力強化として、堺２区の基幹的広域防災拠点の推進を図られるとともに早期の事業完了に向け、国費充当率の引き上げなど事業制度の拡充を講じられたい。その維持管理経費については、港湾管理者だけでなく広域的な負担が可能となる制度を創設されたい。
・堺泉北港の国際競争力の強化と地域産業の活性化に係る汐見沖地区の岸壁整備（－１１ｍ岸壁）にあたり、所要の財源措置を講じられたい。
・計画的な海岸保全施設の高潮対策を行うにあたり、所要の財源措置を講じられたい。
・大阪湾圏域広域処理場整備事業（フェニックス事業）の推進にあたり、港湾管理者の負担軽減のため、残余分配制度の見直しを講じられたい。
３．戦略的な維持管理の推進
・河川や港湾などの都市基盤施設の長寿命化や更新時期の平準化など予防保全の観点を重視した「戦略的な維持管理」を着実に推進できるよう、施設の補修や長寿命化事業については、その規模に関わらず、交付金の対象事業とされたい。
魅力的なまちづくり
１．都市景観形成へ向けた無電柱化の促進
・地域の資源を活かした都市景観形成に向け、景観法の景観計画区域の重点地区や、都道府県・市町村が独自に定める重要な地区等において、電線共同溝方式による無電柱化が促進するよう、所要の措置を講じられたい。
２．下水道資源の活用による環境にやさしい下水道システムの構築

・太陽光発電の導入やバイオマス・エネルギーの活用といった持続可能で環境にやさしい下水道システムの構築に向け、官民連携で取り組めるよう制度の弾力的運用を図られたい。

３．水都大阪の推進
・水辺の利活用の更なる促進に加え、水環境改善のための「寝屋川流域清流ルネッサンスⅡ」の後継計画について、必要な支援措置を講じられたい。

４．みどりの風を感じる大都市・大阪の実現
・本府においては、「みどりの風を感じる大都市・大阪」の実現に向け、市町村や府民等との連携による官民一体の緑化を進めている。国においても、その主旨を鑑み、管理する道路や河川、公園等の積極的な緑化の推進を図られたい。
大阪府知事　　橋 下　徹
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